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厚
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保
険
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等
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届

出
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途
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○
被

保
険

者
等

に
よ
る
住

所
変

更
等

の
届

出
を
原

則
廃
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※
(財

)社
会
経
済
生
産
性
本
部
情
報
化
推
進
国
民
会
議
は
、
住
基
ネ
ッ
ト
活
用
に
よ
る
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
は
平
成
1
7
年
度
で
も
1
8
3
億
円
/
年
、
数
年
後
に
は
9
17
億

円
/年

と
試
算

(H
1
8.
5)
。

市
町

村
間

の
や

り
と
り
の

オ
ン
ラ
イ
ン
化

○
年

間
約

42
0 万

件
の

転
入

通
知

を
オ
ン
ラ
イ
ン
化

（
平
成
1
8
年
度
）

○
国

の
行

政
機

関
等

に
対

し
年

間
約

70
00

万
件

の
情
報
提
供

○
地

方
公

共
団

体
に
お
い
て
年

間
約

40
0万

件
の
情
報
提
供

※
年

間
約

14
00

万
件

の
現

況
届

等
が

省
略

※
年

間
約

44
0万

件
の

住
民

票
の

写
し
の

添
付

が
省

略

(
平
成
1
8
年
度
)

住
基

法
に
定

め
ら
れ

た
国

の
行

政
機

関
等

、
地

方
公

共
団

体
の

事
務

の
処

理
に
関

し
、
本

人
確

認
情

報
を
提

供

・
旅
券
の
発
給
申
請

・
厚

生
年

金
、
国

民
年

金
の

裁
定

請
求

・
厚
生
年
金
、
国
民
年
金
の
被
保
険
者
に
係

る
届

出

・
恩

給
、
共

済
年

金
の

支
給

・
司
法
試
験
の
実
施

・
建
設
業
法
に
よ
る
技
術
検
定
の
実
施

・
厚
生
年
金
・
国
民
年
金
等
の
支
給
（
H

18
.1

0
～
）

等

労
災

障
害

補
償

年
金

の
支

給
事

務
に
つ
い

て
利
用

を
検
討

（
行
政
苦
情
救
済
推
進
会
議
の
意
見
を
踏
ま
え
た
総
務
省
行

政
評

価
局
の

斡
旋

（
H

18
.1

0）
）

○
年

間
約

10
万
件

の
住

民
票

の
写

し
の

添
付

が
省

略
（
見

込
み
）

⇒
年

間
約

30
00

万
件

以
上

の
現
況
届
が
省
略

(
平
成
1
9
年
度
見
込
み
)
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抜本的な税制改革に向けた基本的考え方（抄） 

（平成19年11月 税制調査会） 

 

７．納税環境整備 

(1) 基本的考え方 

税制の簡素化、納税者の利便や予測可能性の向上を図り、国民が安心感を持って

円滑に納税できる環境を整備することや、租税回避や脱税の防止に向けて有効な施

策を講じることは、税制に対する国民・納税者の信頼向上につながり、公正な税制

を実現していく上で大きな意義を有している。 

(2) 納税者利便の向上、課税の適正化 

国民が納税を行うに際し、より身近に利便性とサービスの向上を実感できる環境

を整えるため、電子申告・電子納税の普及に向けた取組み等を一層推進していくこ

とが重要である。さらに、住基ネットを通じて税務当局が本人確認情報の提供を受

けることができれば、納税者の手間が省けるとともに、簡素で効率的な政府の実現

に資することから、そのための体制を構築することが望ましい。 

個人住民税の公的年金からの特別徴収については、納税の利便性を向上させると

ともに、徴収事務の効率化を図る観点から、制度を整備すべきである。 

また、これまで様々な納税環境の整備に取り組んできた11が、大口・悪質な脱税

事件等は後を絶たず、適正・公平な課税を求める国民の期待は高まっている。今後、

昨今問題となっている外国為替証拠金取引（FX 取引）に関し、新たに支払調書の

提出を求めるなど、引き続き、制度・執行の両面における取組みを強化すべきであ

る。 
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